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1．研究背景 

 事前復興計画(1)は，大規模災害からの復興を早めるため，

復興まちづくりの目標や実施方針を被災前に検討し，具体

的に位置づけておくものである。令和6年能登半島地震を

契機に，復興事前準備の取組の重要性や必要性が改めて認

識され，災害対策基本法 1)が改正された。 

事前復興計画は，計画自体が平時に活用されるものでは

なく，被災後の限られた時間の中で復興方針や復興計画を

検討する際の前提を，あらかじめ共有しておく性格を有す

る。そのため，計画内容を一義的に確定することよりも，

計画の検討過程を通じて，行政職員や地域関係者が被災後

の状況を想像し，復興まちづくりに関する論点や検討の前

提を共有することが重要となる。事前復興研究では，復興

まちづくりに関わる組織の「創発性（emergent）(2)」や「即

興性（improvisation）(2)」は，平時から形成されたヒトやコ

トの資源のネットワークを基盤として発揮されるとされて

いる。また，小林 2)は，被災後の復興過程では，平時のまち

づくりにみられる「構想→計画→事業」とは異なり，当面

の緊急的な対応，生活再建が先行し，その後に計画や全体

構想が形成されるように，逆転の順序で対応せざるを得な

いと指摘している。こうした被災後の復興過程の特性を踏

まえると，事前復興計画の策定過程においては，発災後の

即興的・創発的な対応を可能にするための備えとして，行

政と地域との間で復興まちづくりに関する論点を共有して

おくことが重要である。 

また，被災後の復興計画の策定主体は行政であり，その

過程では，行政が検討した復興方針や復興後の空間像等を

住民と共有し，地域の生活実態や意向等を踏まえて調整し

ながら，計画内容の妥当性を確認していく必要がある。し

たがって，事前復興計画の段階から，復興まちづくりの中

心となる住民を含めて議論を行い，行政が想定する復興方

針や空間像に対する理解と共通認識を形成しておくことが

重要である。 

こうした行政と住民との対話を，計画の妥当性や納得性

を高めながら進める枠組みとして，パブリックインボルブ

メント(3)（Public Involvement：以下，「PI」とする。）がある。

事前復興計画におけるPIは，行政が提示する被害想定，復

興方針，復興後の空間像等を住民と共有し協議を通じて理

解や共通認識を形成することで，被災後の円滑な復興計画

策定を支える基盤形成プロセスとして捉えることができる。 

ただし，事前復興計画においては，被災状況や被災後の

居住意向等が現実化していないため，住民意向を直接的に

計画・事業へ反映することは困難である。そのため，行政

が事前に検討した復興まちづくりイメージを議論の媒介と

して，住民代表が地域の生活像や将来像と照らして確認し，

論点を把握する過程が必要である。これは，被災後の復興

計画策定で求められる地域との協議・調整を発災前に可能

な範囲で準備するものである。 

大規模災害からの復興プロセスへの住民参加は，これま

で様々な手法で取り組まれてきた。一方で，大堀 3)は，「災

害後における計画策定の際に，住民参加型が望ましいのか

の判断は必ずしも容易ではない。」とし，災害規模の違い，

被災地の地域特性等を考慮する必要性を指摘している。こ

の指摘を踏まえると，復興計画策定において，その参加の

手順のみならず，地域組織，慣行，リーダーシップ等の地

域特性を考慮した仕組みを整えることが重要な視点となる。 
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以上より，本研究では，和歌山県田辺市における事前復

興計画策定過程を対象に，①事前復興計画における住民参

加型・段階的PIプロセスの設計が，住民代表の理解や共通

認識の形成にどのように寄与するのか，②そのプロセスが，

被災後の復興計画策定に向けて，行政と住民代表との間で

論点や検討の前提を共有する基盤形成プロセスとして，ど

のような妥当性を有するのかを研究課題として検証する。 

 

2．既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 事前復興まちづくりに関する既往研究では，行政職員や

住民を対象に，復興状況イメージトレーニングや復興図上

訓練等を通じて，住まい再建や市街地復興に関する選択肢

の理解，復興ビジョンや復興課題の抽出，住民及び行政の

学習効果等が示されてきた 4)-10)。また，事前復興計画策定

の取組実態に着目した研究では，自治体の事前復興の取組

状況やその地域差，計画策定上の課題，行政職員の知識・

実行力の向上等に関する知見が整理されている 11)-14)。 

一方で，被災後の復興計画に関する研究では，住民ワー

クショップ，住民組織・協議会等が復興計画や復興事業を

具体化するための媒介として機能すると示されている 15)-18)。 

これらの研究は，復興状況や空間像を可視化することで

理解形成，課題抽出等を促す手法や住民参加を通じて復興

計画・事業を具体化する過程について重要な知見を示して

いる。一方で，未発生の災害を対象とする事前復興計画に

おいて，行政が計画策定までを見通して，事前に検討・作

成した復興まちづくりイメージを住民代表との段階的なPI

プロセスに付し，計画内容の理解，地域・暮らしの視点か

らの論点整理，計画への反映方針の確認に接続する過程に

ついては，十分に分析されていない。 

本研究は，和歌山県田辺市の事前復興計画策定過程を対

象に，行政職員が検討した復興まちづくりイメージを出発

点として，住民代表との段階的PIプロセスを通じて，計画

内容の理解形成，復興後のまちの姿及び生活像の比較評価，

論点整理，計画への反映方針の確認に接続する過程を分析

する。本研究の特徴は，住民意向を直接的に計画へ反映す

る過程ではなく，行政案を住民代表との対話を通じて再解

釈・検証し，計画反映に向けた論点を整理する枠組みによ

り，事前復興計画における住民参加型・段階的PIプロセス

の合意形成基盤としての妥当性を明らかにする点にある。 

 

3．研究対象と研究の方法 

（1）研究の対象地 

和歌山県田辺市は，南海トラフ地震により最大12mの津

波に襲われる地域である。死者数は最大で15,600人，避難

者（避難所及び避難所外）は最大で47,100人に及ぶと想定

されている 19)。津波浸水が想定されるエリアには，住宅地

にとどまらず，商業や漁業といった生業施設が集積してい

る。そのため，経済的な復興が遅れる場合は，域外への人

口流出が懸念される。 

事前復興計画の検討にあたり，津波浸水想定区域，避難

行動特性や生活圏等を踏まえ，市域を西部地区，中部地区，

東部地区に区分されている。西部地区には，JR芳養駅を中

心に，芳養川両岸に位置する芳養地区，田辺湾沿岸に位置

する目良地区，江川地区といった住宅地が含まれる。中部

地区には，JR紀伊田辺駅を中心に，左会津川左岸に商業地

と住宅地が広がり，熊野古道，闘鶏神社といった多くの歴

史・文化資源が含まれる。東部地区には，JR紀伊新庄駅を

中心に，新庄町が含まれ，文里港周辺は，古くから製材業

で栄えてきた。近年は新興住宅地が整備され医療・福祉施

設，教育施設等の多様な機能を有する地域である（図-1）。 

また，田辺市は，関係団体や自治会等の地域組織を基本

単位に，経験豊富な住民を中心とした話し合い等により地

域内の意見調整が進められてきた。 

（2）田辺市事前復興計画の検討プロセスの特徴 

田辺市は，令和3年度に計画検討の前提条件を市職員が

理解することを目的として机上検討を行い，令和4年度に

住民代表による「田辺市事前復興計画検討会議」（以下，「検

討会議」とする。）が実施された。その後，令和5年度に，

公民館単位の住民説明会を通じて計画内容の周知を図り，

令和6年3月に事前復興計画が公表された20)。このように，

行政職員の資質向上を行った上で12)，住民代表による確認・

協議，一般住民への周知に展開する段階的な検討プロセス

が採用された。 

このうち検討会議は，行政職員により検討された計画案

を一般住民へ広く周知する前段階において，地域関係団体

等の住民代表が，復興後の空間像や生活再建の方向性を地

域の実態に照らして確認し，論点や修正・追加事項を整理

する場として位置づけられる。住民説明会が計画内容の周

知・説明を主たる目的とするのに対し，検討会議は，行政

による計画化と地域側の認識形成を接続し，計画への反映

方針を確認する中間的な協議過程であったと言える。また，

田辺市では，関係団体や自治会等の地域組織を基盤とした

調整・意思疎通が重視されてきた。こうした地域特性を踏

まえると，地元関係団体等の住民代表が計画の前提・論点

に対する理解を深めた上で地域内での共有を促すプロセス

は，発災後の復興計画策定や地区別協議に向けた論点や検

討の前提の共有を可能にするものであり，迅速な協議・合

意形成を支える準備として一定の妥当性を有すると考えら

れる。 

図-1 和歌山県田辺市の対象地区区分 
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（3）研究手法 

本研究は，前節で示した検討プロセスのうち，令和4年

度に実施された検討会議を対象に，行政が事前に検討した

復興まちづくりイメージを住民代表が地域・生活の視点か

ら確認し，計画反映に向けた論点を整理する過程を分析す

るものである。 

分析対象は，(i)検討会議の各回配布資料，(ii)第3回及び

第4回検討会議のグループワーク成果物（模造紙・付箋），

(iii)第 5 回検討会議で得られた委員意見，(iv)事後アンケー

トである。これらの資料をもとに，筆者が検討会議各回の

目的に照らして，情報共有，意見・アイデアの抽出，論点

整理，計画反映方針の確認がどのように行われたのかを整

理した。 

本研究は，筆者が検討会議の運営支援及び記録整理に関

与しながら，成果物の生成過程や参加者間の相互作用を記

録・分析したものである(4)。 

なお，本研究は，住民全体の意向変化や合意形成の達成

ではなく，住民代表との段階的な論点共有を通じた計画の

再解釈・検証プロセスの妥当性を検証するものである。そ

のため，計画内容の周知を目的とする住民説明会ではなく，

一般住民への周知に先立ち，住民代表が行政案を地域・生

活の視点から確認し，計画反映に向けた論点を整理した検

討会議を分析対象とした。 

 

4．田辺市事前復興計画検討会議の概要と特徴 

検討会議は全5回で実施され，検討会議の各回の目的及

び主題は，表-1 に示すとおりである。各回では，専門家，

市職員等からの情報共有を通じて，復興まちづくりに関す

る前提条件や検討課題の共有が図られた。第3回検討会議

では，老若男女が互いに遠慮することなく，多くの意見や

アイデアを出し合うことを目的に，ブレインライティング

手法（635法）を取り入れたグループワーク(5)が実施された。

第4回検討会議では，被災後の生活像を時系列で想像し，

復興方針案を生活再建の視点から確認することを目的に，

カスタマージャーニーの視点を取り入れたグループワーク
(6)が実施された（表-2）。 

検討会議委員は，土木・建築，医療・福祉，農業・漁業，

商工等の分野の関係団体の17名で構成された。委員は，住

民全体を統計的に代表する標本として選定されたものでは

なく，地域の生活実態や分野別課題を把握する関係主体と

して市により選定されたものである。関係団体の代表を主

体としつつ，男女比や世代構成にも一定の配慮がなされた。 

 

5．分析手順と住民参加型・段階的プロセスの実施・検証 

検討会議における住民参加型・段階的PIプロセスを，①

計画の目的・役割に対する認識を共有する段階，②復興ま

ちづくりイメージ及び発災後の生活像を用いて論点を抽

出・具体化する段階，③抽出された論点の計画反映方針を

確認する段階の三段階に整理し，各段階が計画反映に向け

た論点共有にどのように機能したのかを検証する。 

分析にあたり，第3回及び第4回検討会議のグループワ

ークで得られた付箋を基本的な分析単位とし，個人や団体

が特定され得る記述は匿名化・一般化した。第3回の付箋

（152 件）は，復興まちづくりイメージに対する空間的論

点として整理し，第 4 回の付箋（211 件）は，発災後の時

間軸に沿った生活再建上の論点として整理した。また，論

点が複数にわたる場合には重複分類を認め，田辺市事前復

興計画における復興基本方針及び発災後のフェーズに対応

させて分類した。 

以下では，各段階における情報共有，意見・アイデアの

抽出，論点整理，計画反映方針の確認が計画の再解釈・検

証にどのように接続されたのかを分析する。 

 

（1）第1段階：計画の目的・役割に対する認識を共有する

段階【第1回・第2回検討会議・東北視察】 

事前復興計画の目的や位置づけを共有するとともに，東

日本大震災からの復興における課題・教訓及び復興まちづ

くりにおける安全水準の考え方等について共通理解・認識

表-1 田辺市事前復興計画検討会議の概要 

表-2 住民の視点に立ったグループワークの実施方針 

※グループワークは，いずれも復興まちづくりイメージ案の地域区分と同様に西部地区，中部地区，東部

地区の3つのグループに分かれて進められた。 
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を図るため，専門家からの情報提供が行われた。 

また，検討会議委員の代表者により，宮城県石巻市，女

川町を中心に東日本大震災の被災地の空間変化と復興事業

の時間軸を現地で確認した。第1回，第2回における説明

に加えて，現地を具体的に確認することで，事前復興の取

組の意義や現状の課題について理解が促進された。一連の

過程の中で，まちの歴史・文化，コミュニティを維持する

ための安全水準の考え方の重要性に気づきが得られたとい

う意見が挙げられた。座学と現地確認を組み合わせること

で，「何を事前に共有・検討しておくべきか（安全水準，復

興の時間軸，生活再建の論点等）」に関する理解が促進され，

以降の議論の前提が共有された。 

（2）第2段階a：復興まちづくりイメージを用いて空間的

論点を抽出する段階【第3回検討会議】 

市職員により作成された復興まちづくりイメージ（ゾー

ニング案）の提示により，ブレインライティング（635法）

を用いたグループワークが実施された。住民代表の視点か

ら計画上の論点（合計152件：西部地区59件，中部地区43

件，東部地区50件）が抽出された。 

抽出された論点は，安全水準，生活再建，創造的復興の

観点に大別できる。安全水準について，「沿岸部の住宅再建

は避けるべきである。」等の浸水想定区域内での再建の是非

や防潮堤・河川堤防等のハード整備，「病院，公共施設は高

台にある必要がある。」等の公共施設・要配慮者施設の配置，

高台移転の必要性といった，安全確保を前提に居住や都市

機能の配置を再検討する必要性に関する論点が示された

（図2:S1～S4）。生活再建について，「長期的に住める住宅

の建設を検討する必要がある。」等の恒久的な応急仮設住宅

の整備の必要性，安全な道路整備，地域コミュニティの維

持，高齢者等に配慮したまちづくりに関する論点が示され

た（図2: L1～L4）。創造的復興について，観光資源や景観

を活かした再整備，「後継者の状況を考慮した漁港施設の統

合を視野に入れる必要がある」等の生業再建方針，施設の

維持管理の負担等に関する論点が示された（図2:B1～B7）。 

第3回では，行政が提示したゾーニング案を媒介に，安

全確保，生活再建，創造的復興の観点から確認が行われた。

移転先や施設配置の個別の確認だけでなく，安全性と生活

利便性，コミュニティ維持，生業・観光資源の継承を相互

に調整すべき論点として捉える視点が示された点に第2段

階aの特徴がある。 

（3）第2段階b：発災後の生活像を用いて論点を具体化す

る段階【第4回検討会議】 

第3回で抽出された空間的論点を発災後の生活再建の時

間軸に沿って再検討することを目的に，カスタマージャー

ニーの視点を取り入れたグループワークが実施された。発

災 1 か月後から 10 年後までの前提条件をもとに，自分自

身や家族の生活像及びまちの姿を想像し，想定される状況，

課題等の意見・アイデア（合計211件：西部地区96件，中

部地区65件，東部地区50件）が抽出された（表-3）。 

発災 3 か月後までは，「避難所生活の役割分担を明確に

決めておく必要がある」等の避難所生活におけるルール（食

事，衛生環境，心身のケア，要配慮者対応等）や「応急仮

設住宅に関わるルール等について事前に地域の合意形成を

図ることが重要である。」といった，応急仮設住宅への入居

基準・順番，従前の地域コミュニティの維持等が課題とし

て示された（図-2:T1-3M）。発災1年後は，高齢者の視点か

らみた住宅再建の必要性（交流場所・機会の整備等）に関

わる意見，資金，仕事・雇用等の生活再建に向けた課題に

関する論点が示された（図-2:T1Y）。発災 3～5年後は，住

宅再建の可否や災害公営住宅への入居等の多様な生活再建

の選択や再建に向けた事前準備（支援制度の把握等）の重

要性の指摘に関する論点が示された（図-2:T3-5Y）。発災10

年後は，市街地の空洞化，働き場所の確保，若い世代や子

どもが暮らしやすいまちづくり等，長期的な地域運営に関

わる論点が挙げられた（図-2:T10Y）。 

第4回では，第3回で示された復興後の空間像に関する

論点が，発災後の時間軸を通じて，避難生活，応急仮設住

宅，生活再建，地域運営といった局面ごとの論点に具体化

された。復興まちづくりイメージに対する空間的な確認は，

時系列での生活像の想像を通じて，計画に事前に位置づけ

るべき運用上・制度上の論点へ展開したといえる。 

（4）第3段階：抽出された論点の計画反映方針を確認する

段階【第5回検討会議】 

第3回・第4回で抽出・整理した論点について，市が計

画への反映方針（追記・修正・継続検討）を提示し，委員

がその妥当性と今後の検討課題を確認した。 

計画への反映方針としては，安全水準に関する論点では，

安全確保と生活再建のバランスについて，関係者との継続

表-3 グループワーク（第4回検討会議）における 

前提条件及び状況付与 
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的な議論を通じて検討を深める方向が確認された。生活再

建に関する論点では，地域コミュニティに配慮した居住エ

リア配置や居住形態を重視することが整理された。創造的

復興に関する論点では，生業再建（漁港施設の統合・再編），

観光資源や景観の活用等について計画内容を具体化する方

針が示された。また，人口流出抑制の観点から居住と日常

サービス機能が集約された市街地形成・誘導を図ることと

し，立地適正化計画との関係性も確認された。 

さらに，第 5 回の意見交換で得られた委員意見（n=14）

を内容分析し，テーマ分類した結果（表-4），「C参加拡大・

担い手（若年層・多世代の参加機会の拡大）」「E 包摂・多

様性（多様な視点の考慮）」「G実践・訓練」「B周知・危機

感共有（地域への落とし込み）」等が複数の委員から共通し

て指摘された。具体的には，「若い世代が加わり考えていけ

るような機会づくりの必要性」「各地域への落とし込みのき

っかけづくりの重要性」「横のつながりを活発化させる必要

性」等が挙げられた。これらは，多世代の参加機会の拡大，

各地域への展開，関係団体間のネットワーク形成，避難所

運営ルールの検討や訓練への接続等を，段階的PIプロセス

を継続運用する上での主要論点を示すものである。 

以上より，第5回は，第3回及び第4回で抽出・具体化

された論点について，計画への反映方針と継続検討課題を

確認する段階として機能した。 

 

6．住民参加型・段階的PIプロセスの成果 

段階間で比較すると，第1段階では，事前復興計画の目

的・役割や安全水準，復興の時間軸に関する前提が共有さ

れた。第2段階aでは，復興まちづくりイメージを媒介に，

安全水準，生活再建，創造的復興に関する空間的論点が抽

出された。第2段階bでは，それらの論点が，発災後1か

月から10年までの生活再建の局面に沿って具体化された。

第3段階では，抽出された論点について，計画への反映方

針と継続検討課題が確認された。 

以上を踏まえ，段階的PIプロセスは，復興まちづくりイ

メージをめぐる個別意見の収集にとどまらず，空間的論点

を生活再建における運用上・制度上の論点へと展開し，計

画反映に接続する過程として機能したと考えられる。 

また，第3回及び第5回終了後に事後アンケートを実施

した（表-5）。事前復興まちづくりに対する当初の認知度に

ついて，過半数が「知らなかった」と回答した一方，検討

図-2 復興まちづくりイメージ（ゾーニング案）を用いた論点抽出結果 

出典：検討会議資料及びグループワーク成果物（模造紙・付箋）をもとに筆者作成 

西部地区に該当する論点
中部地区に該当する論点
東部地区に該当する論点
全地区共通の論点

〈第3回検討会議に関する論点分類〉
S：安全水準（Safety）に関する論点
L：生活再建（Life rebuilding）に関する論点
B：創造的復興（Build Back Better）に関する論点
O：その他（Other）に関する論点
※数字は各分類内の通し番号を示す

〈第４回検討会議に関する論点分類〉
T1-3M：発災1～3か月後に関する論点
T1Y：発災1年後に関する論点
T3-5Y：発災3～5年後に関する論点
T10Y：発災10年後に関する論点

S１:浸水区域内再建の是非

S2:公共施設の高台移転

S3:防潮堤・河川堤防等のハード整備

S4:住宅の内陸移転・沿岸部の商工業活用

L１:恒久的な応急仮設住宅整備

L２:地域コミュニティの維持

L３:高齢者等に配慮したまちづくり

L４:暮らしやすい道路整備

B１:漁港施設の統合

B２:施設の維持管理の負担を
考慮したまちづくり

B３:江川のちゃんぽん・天神崎のPR

B４:駅前商業空間の整備

B５:昔ながらの町並み、文化遺産・
扇ヶ浜公園を活かした再整備

B７:海の駅を活かした観光誘致

B６:景勝地、地元産業を残すための工夫

O１:候補地エリアの細分化

O２:若手世代を巻き込んだ検討

：国道

：応急仮設住宅候補地

：復興道路

：熊野古道

：鉄道

：高速道路

：骨格道路

：商業ゾーン

：移転候補ゾーン

：産業ゾーン

：観光施設ゾーン（復興公園）

T１-３M：避難所生活における優先順位・ルール準備

T１-３M：従前の地域コミュニティを維持する場所・機会整備

T１Y：応急仮設住宅における交流場所の整備

T１Y：生活再建に向けた課題（資金、雇用等）の直面

T３-５Y：住宅再建の可否・多様な生活再建の選択

T３-５Y：事前の準備の重要性

T１０Y：持続可能な復興まちづくり・長期的な地域運営

〈第3回検討会議における地区共通の論点〉

〈第４回検討会議における論点〉

注）第5回検討会議で得られた委員意見（n=14）を，発言または意見のまとまりを単位として分類した。複

数の論点を含む意見については重複分類を認めたため，該当件数の合計は委員意見数と一致しない。 

表-4 第5回検討会議における委員意見の分類結果 
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会議各回の理解度は「概ね分かった」が多数を占めた。た

だし，第4回（ゾーニング案及び発災後10年の生活像を扱

う回）では「ほとんど分からなかった」とする回答が一部

にみられた（12 人中 2 人）。グループワークについては，

「理解が深まった」（12人中9人），検討会議全体について

は「理解できた」（13人中11人），意識変化については「意

識変化を感じた」（14 人中 13人）とする回答が多かった。 

以上より，自己申告に基づく補助的資料ではあるが，グ

ループワークを含む段階的PIプロセスは，検討会議に参加

した住民代表における事前復興に関する理解促進・意識変

化に一定程度寄与した可能性が示唆された。ただし，これ

らの結果は，検討会議に参加した住民代表の範囲における

論点共有及び自己申告に基づく理解促進・意識変化を示す

ものであり，住民全体の意向変化や合意形成の達成を示す

ものではない。 

 

7．まとめ・考察 

本研究は，田辺市事前復興計画の策定過程を対象に，行

政が検討した復興まちづくりイメージを，住民代表との段

階的PIプロセスに付し，計画内容の確認，論点の抽出・具

体化，計画反映方針の確認に接続する過程を分析した。 

1章に示した①（住民代表参加型・段階的PIプロセスの

設計が計画内容の理解及び論点共有にどのように寄与する

のか）に対しては，第1段階から第3段階の過程を通じて，

段階的PIプロセスは，住民代表との間で計画内容をめぐる

論点及び判断基準を共有する手法として一定の有効性を有

することが示唆された。②（被災後の復興計画策定に向け

た基盤形成プロセスとしての妥当性）に対しては，復興ま

ちづくりイメージと発災後の生活像を組み合わせることで，

未発生の災害を対象とする事前復興計画においても，復興

後の空間像と生活再建の時間軸を結びつけながら，計画反

映に向けた論点を整理できることが示された。これにより，

段階的PIプロセスは，住民意向を直接的に計画へ反映する

手法ではなく，行政による計画化と住民代表との論点共有

を接続し，被災後の協議・合意形成に向けた検討の前提を

整える基盤形成プロセスとして一定の妥当性を有すると考

えられる。 

一方，本研究の対象は関係団体等の代表者による検討会

議であり，住民全体の意向を統計的に把握したものではな

い。そのため，本研究で確認された成果は，検討会議に参

加した住民代表の範囲に限定される。したがって，本研究

の成果は，住民全体の合意形成が達成されたことを示すも

のではなく，行政による計画化と住民代表との論点共有を

接続するプロセスの有効性を示唆するものとして位置づけ

られる。 

本研究で示した段階的PIプロセスは，行政が事前に検討

した復興まちづくりイメージを媒介に，復興後の空間像と

発災後の生活像を組み合わせながら論点を整理し，計画反

映方針や継続検討課題を確認する手法として，他自治体の

事前復興計画策定にも適用可能性が示唆される。ただし，

その適用にあたっては，地域組織や関係団体を通じた代表

参加型協議の成立条件，行政職員による事前検討の蓄積等

に左右される。したがって，他自治体で同様のプロセスを

導入する場合には，地域の組織構造や行政側の検討熟度に

応じた調整が必要である。 

今後は，検討会議で整理された論点を一般住民への説明

会や地区別協議にどのように展開し，住民代表による論点

共有を住民全体との継続的な協議に接続していくかを検証

する必要がある。また，多世代の参加機会の拡大，誰もが

理解しやすい用語整理や説明方法の工夫，都市計画マスタ

ープランや立地適正化計画との制度的連動について，継続

的に検証することが課題である。 

 

＜謝辞＞  

 本研究の実施にあたり，田辺市事前復興計画検討会議の記録の

利用にご協力いただいた田辺市関係者の皆様に深く感謝申し上げ

る。また，論文作成に際して有益なご助言を賜った関係各位に厚

く御礼申し上げる。 

【補注】  

(1) 本研究では，国土交通省が公表するガイドライン 21)で定義され

た，「市町村において、発生しうる災害による被災の分布や規模を

想定し，復興後の空間を計画するものであり，復興まちづくりの

目標や実施方針，目標の実現に向けた課題，及び課題解決のため

の方策をとりまとめたもの（＝事前復興まちづくり計画）」をいう。 

(2) 市古 10)は，事前復興研究の視点から災害復興計画策定に関わる

組織の「創発性(emergent)」に着目し，非ルーチン的な活動であっ

ても発災前のヒトやコトの資源のネットワークから「即興

(improvisation)」されるものであると述べている。 

(3) PIとは，公共事業等の行政が主体となって策定する計画・政策

の過程において，計画策定の早い段階から住民や関係者が情報共

有や意思表明を通じて関与することで，理解促進や納得性の向上

を図るためのプロセス的枠組みと定義する。「公共事業の構想段階

表-5 検討会議の振り返りアンケート結果 

注）アンケートは第3回及び第5回検討会議終了後に，検討会議参加者を対象として実施した。回次により参加者数が異なるため，設問ごとに有効回答数を示した。無回答または未回収の回答は当該設問の集計から

除外した。 
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における計画策定プロセスガイドライン（解説）22)」では，計画策

定プロセスを「計画検討手順」「住民参画促進」「技術・専門的検

討」から構成されるものとし，住民参画促進について，住民・関係

者等との双方向コミュニケーションにより，情報提供，意見把握，

意見の整理と対応結果等の公表を行うものとして位置づけている。

本研究では，この考え方を踏まえ，事前復興計画における PI を，

被災後の判断の前提や価値（安全水準，生活再建における優先順

位，地域の意思決定の進め方等）を平時に共有するための段階的

な情報共有・対話プロセスとして捉える。 

(4)分析においては，筆者の観察記録のみに依拠せず，検討会議資

料，模造紙・付箋，発言記録，計画への反映方針，アンケート結果

を相互に照合した。意見や付箋の分類にあたり，個別発言者の評

価ではなく，計画内容の理解，地域・生活上の論点，計画反映方針

との関係に着目した。以上より，実践過程への関与を踏まえつつ，

分析対象を記録資料に基づいて限定し，解釈上の偏りを抑制する

よう努めた。 

(5) 5分間で付箋に一人3つの意見（気づきや疑問等）やアイデア

を書き出し，その後，グループ内の隣の委員に渡し，一つ前の付箋

の内容に関連して新たな意見やアイデアを書き出す。これをグル

ープ6名で繰り返す方法とした。 

(6) マーケティング用語で用いられる「顧客がどのように商品の情

報を得て購入意欲を高め，購入へと至るのかというプロセスを旅

に見立てたもの」から発想し，被災後の復興まちづくりの過程を

時系列で区分し，その過程の中で得られる状況と心境を「カスタ

マージャーニーマップ」に見立てて，チャートで整理する手法と

して，本研究対象において独自に取り入れられたものである。 
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